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利賀ダム建設事業において，ダム建設に必要な工事用道路は急峻な地形から全長9.3kmの内，

トンネル区間が66%を占めるため，トンネル建設のコスト縮減がダム事業全体のコスト縮減と

早期完成に結びつく。事前調査の結果，花崗岩類を主体とした地山区分がＢ又はＣⅠ等級の良

好な地山と予想された利賀トンネル（1工区～2工区、延長約5.0km）において、コスト縮減方

策の検討を行った。その結果，トンネル1掘進長の延伸長を従来の2倍にする長孔発破や覆工コ

ンクリートの高強度化による施工厚の縮小，さらには機械の大型化等の新しい設計・施工法に

より約11%のコスト縮減を図る計画とした。

今回，花崗岩山岳地帯においてトンネルコストを縮減するために計画した内容，および現在

施工中の利賀トンネル3工区（延長約1.1km）においてコスト縮減方策について実施した結果に

ついて報告するものである。
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1. はじめに

利賀ダムは，一級河川庄川の右支川である利賀川にお

いて洪水調節，流水の正常な機能の維持，工業用水供給

の目的で建設を進めている多目的ダムである。利賀ダム

建設事業においては，工事用道路の建設費が約３割を占

め，このうち，トンネル区間が66%を占めていることか

ら，トンネルのコスト縮減がダム事業全体のコスト縮減

と早期完成に繋がる。

トンネル計画部の地質は，花崗閃緑岩が主体で比較的

良好な地山と予想されることから，１掘進長の延伸や高

強度コンクリート利用による覆工厚の縮小，大型施工機

械の採用などにより，施工コストの縮減および施工時間

の短縮を図る検討を行った。検討にあたっては，他機関

へのアンケート結果・既存の施工実績および新設計・施

工法を参考に実施した。

本報は，花崗岩山岳地帯におけるトンネル施工におい

て「合理的な設計によるコスト縮減方策」および「合理

的な施工によるコスト縮減方策」の両面について検討し

た結果とその検討内容に基づき，現在施工中の利賀トン

ネル3工区においてコスト縮減方策を実施した結果につ

いて報告するものである。

図-1 利賀ダム工事用道路およびトンネル配置図
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2. 工事用道路トンネルの概要

利賀ダム工事用道路は，富山県南砺市利賀村栃原地先

を起点とし，利賀村利賀地先までの延長9.3kmの道路で

ダム建設時には資材運搬工事用道路として建設し，完成

後は一般国道471号利賀バイパスとして機能するもので

ある（図-1）。

今回，コスト縮減方策の検討を利賀トンネル（1～2工

区延長約5.0km，3工区延長約1.1km，総延長約6.1km）を

対象に行った。利賀トンネルの設計条件を表-1，標準断

面を図-2に示す。

3. 地形・地質概要

(1) 計画トンネル周辺の地形・地質

トンネル計画地は，花崗岩山岳地帯に位置する。調査

地周辺の山腹斜面は，Ｖ字谷をなし北流する河川に浸食

され40～60°と急峻である。山腹斜面を流下する支沢に

は比高10～30m程度の滝が多く形成されており，年間を

通じて流水が認められる。

地質は，調査地全域に中生代ジュラ紀に迸入した花崗

閃緑岩（一部カタクレーサイト質）が分布し，新第三紀

中新世に花崗閃緑岩に貫入したと推定されるヒン岩など

の貫入岩が所々に認められ接触変成作用を被っている。

この他，山麓の緩斜面や支沢には崖錐性堆積物が分布し，

河川沿いには小規模な平坦～緩斜面が所々に形成され，

段丘堆積物が分布している。

(2) 計画トンネルの地質調査結果

計画対象の利賀トンネル(1～2工区)は，延長4.98km，

最大土被り厚372ｍの山岳トンネルである（図-3）。

弾性波探査及び地表踏査の結果，閃緑岩には目立った

脆弱部は認められず，割れ目間隔は30～50cm，花崗閃緑

岩の割れ目間隔は10～50cmで断層破砕帯や岩脈類との境

界部分が脆弱・変質しており，部分的に不良地山となっ

ている。弾性波探査の基盤速度は4.2～5.3km/sであり，

２箇所の低速度帯（2.5～3.0km/s）を確認した。地山等

級は，割れ目間隔や割れ目挟在物（変質粘土），断層破

砕帯や貫入岩体周辺の破砕・変質状況を考慮し，図-4に

示すよう地山等級Ｂが27.5%，ＣⅠが30.7%，ＣⅡが29.8%

の良好な地山と想定された。

表-1 トンネルの設計条件

図-2 利賀トンネル（1～2工区）標準断面図

（支保パターン：Ｂ）

図-3 利賀トンネル（1～2工区）の地質縦断図と地山分類
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4. 合理的な設計によるコスト縮減方策の検討

現在用いられているトンネルの支保構造の組み合わせ

は，道路トンネル技術基準（表-2）で定められており，

その仕様に基づき施工が実施されている。

しかし，地山状態が良くない地山等級ＣⅡやＤⅠはマ

ルチパターンで２種類の標準支保構造が示されているが，

地山状態が良い地山等級ＢやＣⅠの場合は1種類しか規

定されておらず，同表は組み合わせの目安と記載されて

いる。今回計画している利賀トンネルは延長が約6.1km

と長く，硬岩地山の比率が大きいことから，支保構造の

組み合わせを見直すこととし，コスト縮減方策の検討を

以下の項目で行った。

① １掘進長の延伸による効率化

② 吹付けコンクリート、ロックボルト、覆工コンク

リート等支保構造の仕様変更による安全対策

(1) １掘進長の延伸，支保間隔

a) アンケート結果

１掘進長の延伸による長孔発破事例は，旧日本道路公

団をはじめとして実績があるため，長孔発破のアンケー

トを道路，鉄道，発電導水路（海外工事含む）を対象に

実施した。アンケートの結果，35箇所，現場数で46トン

ネルで地山等級別の回答があった。結果は地山等級の高

いＢ,ＣⅠに長孔発破の実績が多く見られ，Ｂ等級の標

準1掘進長2mに対し、最大3.9m，ＣⅠ等級では標準1掘進

長1.5mに対し，最大3.2mの実績が得られた（図-5）。

b) 利賀トンネルの支保構造仕様

①Ｂ，ＣⅠパターン

現在の標準支保構造によるロックボルトは，最大長さ

4mの打設が必要であり，Ｂ，ＣⅠパターンについてはド

リルジャンボのロッドを継ぎ足さず穿孔できる長さで，

１掘進長を極力長くすることを検討し，１掘進長をＢパ

ターンの場合2.0mから4.0mとして標準の2倍に設定した

（表-3）。支保工間隔はシステムボルトの効果が期待で

きないので標準と同様な長さとし，吹付コンクリート厚

は，基準強度を確保するために設計基準強度18N/㎟から

36N/㎟に上げることにより，ＣⅠパターンは標準10cmか

ら5cmに削減することとし，Ｂパターンは標準5cmのまま

とした（表-4）。

これは，支保耐荷力の確保について理論解析（ラブセ

ビッツー岡の方法）を実施した結果，提案した支保構造

の耐荷力が標準と同等の結果であるためである（図-6）。

②ＣⅡ，ＤⅠパターン

ＣⅡ，ＤⅠパターンについては，類似の施工例から縦

断方向支保工間隔を1.2～1.25倍に延伸することとし，

高強度コンクリートを採用することにより，吹付けコン

図-4 利賀トンネル（1～2工区）地山等級区分延長比

表-2 標準的な支保構造の組み合わせの目安１）

図-5 長孔発破事例のアンケート調査結果
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表-3 １掘進長の延伸，縦断方向支保工間隔の延伸

表-4 吹付けコンクリートによる吹付け厚の削減

表-5 覆工コンクリートの高強度化による覆工厚の削減



クリートおよび覆工コンクリートの厚さは標準値として，

支保間隔を延伸することとした（表-3）。

(2) 安全対策

a) 吹付けコンクリートの高強度化

１掘削長の延伸や支保間隔を延伸した場合，施工時の

安全性確保が重要となることから，吹付けコンクリート

を高強度(強度18N/㎟から36N/㎟)として初期強度を高め

ることで，掘削条件および切羽進行に応じて生じる地山

の挙動に対して安定性を確保した（表-4）。

なお，全支保パターンにおいて吹付けコンクリートを

高強度化（36N/mm２）したのは、段取り替えなどの施工

上の有利性から決定した。

b) ロックボルトの早期強度発現

１掘削長の延伸に伴う施工の安全性確保のためにロッ

クボルトの早期強度発現させる定着材として，早強セメ

ントモルタル，速硬性モルタル，摩擦式ロックボルトに

ついて比較し採用について検討を行った。

摩擦式ロックボルトは，早期強度発現が最も期待でき

るが高価であり，速硬性モルタルは，初期の強度発現性

に優れ摩擦ロックボルトより安価であるが，先充填方式

での可使時間の改良が必要となることから，トンネルの

定着材は、早強セメントモルタルを採用した。

c) 覆工コンクリートの高強度化

覆工コンクリートのコスト縮減は，トンネルの安全性

を確保しつつ，覆工の余力保持機能に着目して検討した。

当該検討ではコンクリート強度を増加させ､覆工厚を薄

くした場合でも現行覆工が同等の耐荷力（限界荷重）を

有することが重要であり、覆工を梁モデルで近似したフ

レーム解析を用いて耐荷力を算定することとした。

Ｂ，ＣⅠパターンでは，通常の覆工より高強度化した

薄肉化覆工(覆工厚25cm，設計基準強度30N/mm２)の限界

荷重と現行覆工(覆工厚30cm，設計基準強度18N/mm２)の

限界荷重を比較した結果，通常の覆工の限界荷重と同等

な耐荷力を有する評価となり，問題がないと判断し，覆

工厚25cmの薄肉化により施工することとした。

しかし，ＣⅡ以下の覆工厚は施工性の問題と覆工の品

質確保の面から困難と判断した（表-5）。

5. 合理的な施工によるコスト縮減方策の検討

(1) 施工方法の検討

利賀ダム工事用道路のトンネル施工の面からコスト縮

減を図るために，「掘削方法」「ずり積込み・運搬・吹

付け機械の大型化」「穿孔機械の性能向上」の適用性の

観点から検討を行った。

a) 長孔発破の方法と余堀り対策

長孔発破は，中硬岩・硬岩の比較的良好な地山に対し

て標準長の１掘進長を超えて発破作業を行うことで掘削

サイクル総数を減らすことが可能であり，経済面で大き

な効果が期待できることから，利賀トンネルにおいては

地山等級Ｂ，ＣⅠについて長孔発破の対象とした。

しかし，旧日本道路公団においても，試験施工で3～

4mの長孔発破を実施しているが，余堀が多くなることや

１サイクルの作業時間が長くなるため作業員の過労等に

よる作業効率の低下のため試験施工程度にとどまってい

る。以下に長孔発破を実施するうえで検討した具体的対

応策について述べる。

①心抜き方法の変更

利賀トンネルにおいてアングルカットで長孔発破を行

う場合，掘削長は3m程度が限界である。Ｂ支保パターン

の長孔発破では掘進長4mを前提としているため平行心抜

きを行う必要がある。平行心抜きのうち，シリンダーカ

ットは大口径削孔の専用機が必要なため，通常のドリル

ジャンボで穿孔可能な大口径バーンカットを適用した。

②余堀り対策

長孔発破により，１サイクルの掘進長が延伸できるが，

余堀り量の増大や周辺地山を傷める安全上の課題がある。

その対処として，最外周の孔間隔を小さくし破砕力の

小さな爆薬を通常より長く装薬することで余堀りを少な

くできるスムースブラスティングを採用する。。

また、その切羽マーキングを正確なレーザーで行うこ

とと斉時性のよいＩＣ雷管を使用することで掘削精度の

向上を図った。

b) 掘削に伴う機械の大型化等

長孔発破の掘削に伴う作業時間延伸の短縮方法として，

以下による機械の大型化により対処することとした

（図-7）。
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①穿孔機械の大型化

３ブームジャンボで油圧削岩機（ドリフタ）150kg級

から高性能油圧削岩機170kg級に大型化することにより，

20%程度の穿孔時間の短縮を図った。

②ずり積み機械の大型化

１掘進長の延伸から，ずり処理能力を上げるため，ず

り積み機山積み2.3m３級（トンネル工事用搬出対策型，

サイドダンプ式）から山積み3.0m３級に大型化し，作業

能力を64.4m３/hから84.0m３/hに向上させた。

③ずり運搬機械の効率化

「ダンプトラック方式」，「コンテナ方式」，「連続

ベルコン式」の３方式についてトンネル延長および大型

ずり積み機械による作業能力に応じた経済比較を行った

結果，トンネル延長が2.5km以上の場合には，コンテナ

方式が有利となるため，利賀トンネル（1～2工区）では

コンテナ方式を採用した。

④吹付け機械の大型化

吹付け機の標準機械は最大吐出量20m３であるが，機械

の使用実績等から最大吐出量27m３に上げることにより長

孔発破による掘削速度に追従する計画とした。

6. コスト縮減率

コスト縮減率については，「合理的な設計」および

「合理的な施工」による検討結果に基づき，各支保パタ

ーン（Ｂ，ＣⅠ，ＣⅡ，ＤⅠ等）のサイクルタイムを算

出しコストを試算した。

利賀トンネル（1～2工区）延長4,982mにおける従来方

式とコスト縮減方式におけるサイクルタイムを算出した

結果，「掘削」「ずり出し」「吹付け」「ロックボル

ト」「鋼製支保工」では従来方式が平均月進86.5m/月と

なるが，コスト縮減方式では120.7m/月となった。これ

により，施工月数は57.6ヶ月に対してコスト縮減方式で

は41.3ヶ月となり約1.4倍の速度アップが可能と結果が

得られた。

また，各支保工パターンによるコスト比較を行った結

果，表-8に示すようにトンネル全体で11%程度の縮減率

が見込まれる。これにより，利賀トンネル（1～2工区）

では約11億円の縮減額となる予定である。

7. 利賀トンネル３工区コスト縮減策の実施結果

(1) 利賀トンネル３工区施工概要

利賀トンネル3工区は，トンネル延長1,140m，最大土

被り厚150mのトンネルで事前の地質調査の結果では，基

盤速度は4.3～5.4km/secであることから４箇所の低速度

区間を除いて地山区分はＣⅠまたはＣⅡ等級と判定され

た。しかし，ＣⅡ等級と判定していた区間では，掘削開

始から「肌落ち」「抜け落ち」「湧水」が確認されたた

め，ＤⅠ支保パターンで掘削が進められた。施工で確認

したＤⅠ支保パターンの区間は，熱水変質による地山不

良区間であった。現在，良好地山が出現しＣⅡ支保パタ

ーンとして支保工間隔を延伸して780mまで施工中である

（図-8）。

以下にＣⅡ，ＤⅠ支保パターンのコスト縮減策の実施

結果について述べる。

図-7 施工方法の変更
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(2) ＣⅡ，ＤⅠ支保パターン実施結果

a) ＤⅠ支保パターンの施工

掘削完了した坑口部から720mまでの区間は，亀裂が大

きく粘性土を挟む層状であり，肌落ちも頻繁に発生した

ため，ＤⅠ支保パターンとした。長期支保構造の安全性

並びに作業員の安全性確保のため鏡吹付けを実施し，コ

スト縮減方策によるＤⅠパターンの支保工間隔1.2mにつ

いては，問題なく施工することができた。

b) ＣⅡ支保パターンの施工

坑口部から720m以降については，熱水変質作用の影響

は少なく，亀裂も減少し湧水も殆ど無い塊状と変化した。

これにより，ＣⅡ支保パターン1.5mの施工においても肌

落ち等の心配も少なく，施工後の変位量も20㎜以下で変

位収束時間も2時間以内であるため，問題なく施工が可

能であった。

(3) 利賀トンネル３工区におけるコスト縮減結果

トンネル技術基準にそった支保パターンと比較すると

ＤⅠで17%，ＣⅡで7%のコスト縮減ができており利賀ト

ンネル3工区では約2億円のコスト縮減が図られる見込み

である。また，ＤⅠ支保パターンについて標準１掘進長

で既に施工済みの押谷トンネルと１掘進長延伸を行った

利賀トンネル3工区の設計平均施工量を比較すると，押

谷トンネルが3.35m/日に対し利賀トンネル3工区は5.6m/

日で約1.7倍の施工速度である。このことは，掘削日数

短縮となり，坑内の作業環境の改善につながり安全性に

も寄与していたと思われる。

今後施工を計画している利賀トンネル（1～2工区）の

設計・施工に反映するため，利賀トンネル3工区におい

て施工歩掛調査および掘削速度調査を実施し，今回検討

したコスト縮減策の検証を行う予定である。

8. まとめ

今回の花崗岩山岳地帯のトンネルコスト縮減方策につ

いて，利賀トンネル（1～2工区）でトンネルコスト縮減

策の検討を合理的な設計・施工の両面から行い，実際に

施工中の利賀トンネル3工区においてコスト縮減策の検

証を行った。利賀トンネル3工区では，亀裂が著しく発

達し，部分的に生じた湧水に加えてシームの狭在に起因

した小崩落があるなどの地山の状態からＣⅡ，ＤⅠ支保

パターンの検証となったが，その結果ＣⅡでは支保間隔

を1.2mから1.5mに，ＤⅠでは1.0mから1.2mに延伸ができ

地山区分を適切に行えば十分安全に施工が可能であるこ

とが検証できた。

今後，施工を予定している延長約5kmの利賀トンネル

（1～2工区）では，今回検討したコスト縮減策により約

11億円（縮減率11%）のコスト縮減が図れる予定である。

しかし，今回提案したコスト縮減策はＢ，ＣⅠ等級地山

において長孔発破により１掘進長を標準の２倍にする計

画であり，確実に施工するためには，事前調査の段階で

的確に地山状態を把握することが重要である。

今後は，既往のトンネル事前調査に加えて，施工済の

押谷トンネルや利賀トンネル3工区における近接トンネ

ルの情報も併用し地山区分を判定する必要がある。また，

施工段階においては地山観察，坑内弾性波探査調査等を

行い，必要に応じ既往調査資料を再解析するなどし，施

工直前の地山状態を高精度で確認しながら地山区分を行

うことにより，安全で確実なコスト縮減および工期短縮

を図ることができると考える。
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図-8 利賀トンネル（3工区）の地質縦断図と地山分類
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